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   Ａ６１Ｐ  25/14     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０７Ｄ 239/42    　　　Ｚ
   Ｃ０７Ｄ 473/16    ＣＳＰ　
   Ｃ０７Ｄ 487/04    １４３　
   Ｃ０７Ｄ 401/12    　　　　
   Ｃ０７Ｄ 239/47    　　　Ｚ
   Ｃ０７Ｄ 239/48    　　　　
   Ｃ０７Ｄ 253/06    　　　Ｄ
   Ｃ０７Ｄ 403/04    　　　　
   Ｃ０７Ｄ 487/04    １４０　
   Ｃ０７Ｄ 251/52    　　　Ｄ
   Ａ６１Ｋ  31/52    　　　　
   Ａ６１Ｋ  31/519   　　　　
   Ａ６１Ｋ  31/53    　　　　
   Ａ６１Ｋ  31/506   　　　　
   Ａ６１Ｋ  31/5377  　　　　
   Ａ６１Ｋ  31/496   　　　　
   Ａ６１Ｐ  35/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  19/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  35/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  29/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  29/00    １０１　
   Ａ６１Ｐ  37/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  17/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/04    　　　　
   Ａ６１Ｐ  11/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  11/06    　　　　
   Ａ６１Ｐ   9/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ   9/10    　　　　
   Ａ６１Ｐ   9/10    １０１　
   Ａ６１Ｐ   7/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/28    　　　　
   Ａ６１Ｐ  13/12    　　　　
   Ａ６１Ｐ   1/04    　　　　
   Ａ６１Ｐ   1/16    　　　　
   Ａ６１Ｐ  31/12    　　　　
   Ａ６１Ｐ  31/04    　　　　
   Ａ６１Ｐ  33/06    　　　　
   Ａ６１Ｐ  31/18    　　　　
   Ａ６１Ｐ  21/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  31/16    　　　　
   Ａ６１Ｐ  37/06    　　　　
   Ａ６１Ｐ  19/10    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/16    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/14    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成25年5月7日(2013.5.7)
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　上皮成長因子受容体（ＥＧＦＲ）のシステイン７９７を共有結合的に改変する化合物で
あって、野生型ＥＧＦＲと比較して薬剤耐性ＥＧＦＲ突然変異体に対する少なくとも２倍
以上強い阻害を示す化合物を含有してなる、癌を治療するための医薬組成物。
【請求項２】
　薬剤耐性ＥＧＦＲ突然変異体が、Ｌ８５８Ｒ／Ｔ７９０Ｍ ＥＧＦＲ又はＥｘｏｎ－１
９Ｄｅｌｅｔｉｏｎ／Ｔ７９０である、請求項１に記載の医薬組成物。
【請求項３】
　化合物が野生型ＥＧＦＲと比較して薬剤耐性ＥＧＦＲ突然変異体に対する少なくとも３
倍以上強い阻害を示す、請求項１又は２に記載の医薬組成物。
【請求項４】
　癌がＥＧＦＲ突然変異体を担持している癌である、請求項１から３のいずれかに記載の
医薬組成物。
【請求項５】
　薬剤耐性ＥＧＦＲ突然変異体が、Ｔ７９０Ｍ、Ｌ８５８Ｒ、Ｇ７１９Ｓ、Ｇ７１９Ｃ、
Ｇ７１９Ａ、Ｌ８６１Ｑ、Ｅｘｏｎ１９におけるわずかなフレーム欠失、又はＥｘｏｎ２
０におけるフレーム挿入より選択される変異を有する薬剤耐性ＥＧＦＲ突然変異体である
、請求項４に記載の医薬組成物。
【請求項６】
　上皮成長因子受容体（ＥＧＦＲ）のシステイン７９７を共有結合的に改変するＥＧＦＲ
阻害剤であって、野生型ＥＧＦＲと比較して薬剤耐性ＥＧＦＲ突然変異体に対する少なく
とも２倍以上強い阻害を示すＥＧＦＲ阻害剤を含有してなる、癌を治療するための医薬組
成物。
【請求項７】
　薬剤耐性ＥＧＦＲ突然変異体が、Ｌ８５８Ｒ／Ｔ７９０Ｍ又はＤｅｌ／Ｔ７９０Ｍ Ｅ
ＧＦＲである、請求項６に記載の医薬組成物。
【請求項８】
　野生型ＥＧＦＲと比較して、Ｌ８５８Ｒ／Ｔ７９０Ｍ又はＤｅｌ／Ｔ７９０Ｍ ＥＧＦ
Ｒに対する、２倍以上強い阻害を示し、ＥＧＦＲのシステイン７９７を共有結合的に改変
するＥＧＦＲ阻害剤を有効成分として含有してなる、癌を治療するための医薬組成物。
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